
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告部課      

令和４年９月２０日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和4年9月20日（火）午前9時～ 本庁舎4階大委員会室 

２ 出席者 

公共施設マネジメント課 鈴木課長、落合副主幹 

３ 件名 

公共施設へのネーミングライツ導入について 

４ 会議結果 

□ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

■ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・ネーミングライツの導入決定は施設担当課の判断か。 

→新たにネーミングライツ導入ガイドラインを策定し、ガイドラインに基づき募集、事

業者の選定等を進めることとしており、実際のネーミングライツの導入は、原則として

担当課の判断による。民間事業者等からの提案を受け付ける提案型であっても、担当課

が導入しないことを決定することができる。ただし、その場合は導入しない又はできな

い理由が必要と考える。 

・選定委員会がネーミングライツの決定権者か。 

→最終的に市長の決裁により決定する。 

 

 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第２号様式（第４条第５項関係）

年 月 日

件　　　名

内容

部内会議や関
係課等との調
整結果（主な意
見・懸案事項）

項目

条例規則

議会説明

市民参加

報告書公表 □ □ □ ■ （

関係法令等

関係課

事業費

カテゴリー 市内全域 目的 行政経営改革 手段 民間の誘致・連携

参考情報

年代 全ての年代 場所

今後の
スケジュール

施設所管課

0 千円 （うち特定財源 0 千円）

無

公開 非公開 部分非 時限非 募集要項の公表 まで）

無

有 行政運営報告(募集開始時) 広報・ＨＰ等 有 HP掲載(募集時)

無 報道発表

【部内会議での意見】
・正式名称から愛称に変更となると市民が混乱しないような対応が必要ではないか。
→ネーミングライツ導入ガイドラインを作成し、市民等への混乱回避のため、愛称が浸透
する当分の間（1年程度）、併記や括弧書きなどの対応を可能とすることで考えている。
・条例上の名称を廃止するのか。
→条例上の名称を廃止するものではなく、あくまでも愛称である。また、ネーミングライツ
導入ガイドラインや募集要項にも条例上の名称を変更するものではないことを記載するこ
とで考えている。
・「学習等共用施設」を「冨士センター」などと愛称で呼んでいる施設の取り扱いはどのよう
にするのか。
→原則として対象施設として取り扱うが、担当課としてふさわしくないと考える場合は、公
募型であれば公募対象としない。提案型であれば手続きの過程で導入の可否を判断で
きることとしている。

有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

令和4年10月　各課へ公募型でのネーミングライツ・パートナー候補施設を照会
令和4年12月　募集要項公表（募集期間1ヶ月以上）
令和5年 1月　ネーミングライツ・パートナー選定
令和5年 4月　ネーミングライツ（愛称）使用開始
提案型の場合は、このスケジュールによらず随時受け付ける。

公共施設へのネーミングライツ導入について

【趣旨】
　市が所有する公共施設等において、運営・維持管理等に充てる新たな財源を確保し、
安定的に良好な施設サービスの提供を図ることを目的に導入するもの。
【実施内容】
　ネーミングライツとは、市のネーミングライツ導入目的に賛同する民間事業者等をスポン
サー（以下、「ネーミングライツ・パートナー」という。）として、公共施設等の名称に企業名
や商品名等を冠した愛称を付与する代わりにネーミングライツ・パートナーから対価を得
て、その対価を施設の運営・維持管理等の費用に活用するもの。
　ネーミングライツ・パートナーの募集方法としては、施設を特定して募集期限を設ける
「公募型」と施設を特定せず募集期限も設けずに随時事業者からの提案を受け付ける
「提案型」の2つの方法にてネーミングライツ・パートナーを募る。
　ネーミングライツにより得られる新たな財源については、ネーミングライツを導入した施設
のみに活用が可能とする。
　ネーミングライツ・パートナーの募集、選定方法、愛称の取り扱い等の基本的な考え方
を白井市ネーミングライツ導入ガイドラインとして策定したので、募集等に関しては、ガイド
ラインを参考に進めていく。
【対象とする施設】
　市民の利用に供している施設のうち、多くの利用者が見込める施設を対象とする。
　例：各センター、文化センター、福祉センター、スポーツ施設、公園、道路、橋梁等
【対象外施設】
　名称の設定に特段の経緯があるものや施設の性格から愛称を付すのが適当でないと判
断するもの。また、既にネーミングライツを導入している施設は対象外として取り扱う。
　例：小中学校、保育園、市役所等

令和 4 9 20

報告書（行政経営戦略会議）

部課名 総務部　公共施設マネジメント課




























